
広域連携ＳＤＧｓモデル事業の
２次募集について

内閣府地方創生推進室
令和４年４月18日
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業選定の背景
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■第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（2020改訂版）（R2.12.21閣議決定）

持続可能なまちづくりや地域活性化に向けて取組を推進するに当たっても、ＳＤＧｓの理念
に沿って進めることにより、政策の全体最適化や地域課題解決の加速化という相乗効果が期
待でき、地方創生の取組の一層の充実・深化につなげることができる。このため、ＳＤＧｓ
を原動力とした地方創生を推進する。

■まち・ひと・しごと創生基本方針2021（R3.6.18閣議決定）

脱炭素化の地方創生における意義
地域資源を有効活用して再生可能エネルギーを導入する等、脱炭素化の取組を地方におい
て積極的に推進していくことにより、地域経済の活性化や地域課題の解決の実現につなげ
る、言わば「地方創生と脱炭素の好循環」を実現することが期待される。

地方創生ＳＤＧｓの実現などの持続可能なまちづくり
地方公共団体によるＳＤＧｓ達成のためモデル事例形成
（前略）…広域連携によるＳＤＧｓ事業等についても支援し、モデル事例を形成する。

■コロナ克服・新時代開拓のための経済対策（R3.11.19閣議決定）

地方を活性化し、世界とつながる「デジタル田園都市国家構想」
デジタル技術の活用により、地域の個性を活かしながら、地方を活性化し、持続可能な経
済社会を目指す「デジタル田園都市国家構想」を推進する。…（中略）…地方からデジタ
ルの実装を進め、新たな変革の波を起こし、地方と都市の差を縮めていく。



（参考）ＳＤＧｓに関する
全国アンケート調査結果

今後推進を検討していく予定がある推進している 推進しておらず今後推進していく予定もない今後推進していく予定がある

2021年度
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都道府県（n=47）

人口50万人以上の自治体（n=33）

人口5万人以上50万人未満の
自治体（n=442）

人口5千人以上5万人未満の
自治体（N=717）

人口5千人未満の自治体（n=179）

自治体
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（総回答数：N=1,418）
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4.7％（30）

2020年度 95.6％
（43）

4.4％（2）
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（3）

2.9％（1）
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13.2％
（57）
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2.1％（1）
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6.1％（2） 3.0％（1）

79.0％
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（61）

1.1％（5）6.1％（27）

60.5％
（434）

20.4％
（146）

17.2％
（123）

2.0％（14）

7.3％
（13）

22.3％
（40）

40.8％
（73）

29.6％
（53）

Ｑ：SDGs達成に向けて取り組みを推進されていますか？（クロス集計）
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業選定の目的

地方創生の実現に向け、地方公共団体等においては、
ＳＤＧｓの理念に沿った地方創生ＳＤＧｓを
推進することが重要。

ポストコロナ時代を見据え、
デジタル化や脱炭素社会の実現
に向けた取組等も施策に取り入れていくことが必要。

地方公共団体によるＳＤＧｓ達成のモデル事例形成のため、
広域連携によるＳＤＧｓ事業への支援を実施。

また、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を行っている
地方公共団体割合のＫＰＩ ( 2 0 2 4年までに6 0％ )の達成に向け、
小規模な地方公共団体等への支援の拡充が必要。
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業選定の事業概要

提案者の種別 選定数

Ａ 複数の市区町村による連携事業
（３団体以上が望ましい） 若干数

Ｂ 都道府県及び複数の市区町村による連携事業
（計3団体以上が望ましい） 若干数

※人口 5 0 , 0 0 0人未満の地方公共団体を 1団体以上含むこと
※隣接する地方公共団体の連携に限らない（遠隔の団体との連携も可）
※提案の代表となる地方公共団体を設定すること 5

複数の小規模な地方公共団体等が
広域で連携しスケールメリットを活かしつつ
ＳＤＧｓの理念（経済・社会・環境の三側面の統合）に沿って
地域のデジタル化や脱炭素化等に取り組み、
地域活性化を目指す好事例を
「広域連携ＳＤＧｓモデル事業」として
若干数選定し、支援を行う。

（既存取組の横展開や都市連携の拡充も可とする。）



広域連携ＳＤＧｓモデル事業に求められる内容（提案内容）

提案様式１：広域連携ＳＤＧｓモデル事業提案書
提案様式２：広域連携ＳＤＧｓモデル事業提案概要
提案様式３：広域連携ＳＤＧｓモデル事業の初年度の事業費等

提出書類

事業定義

記載内容と
留意事項
を参照
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業とは、
ＳＤＧｓを原動力とした持続可能なまちづくりを促進するため、
小規模な地方公共団体等が広域で連携し、
ＳＤＧｓの理念に沿って地域のデジタル化や脱炭素化等に取り組み、
地域活性化を目指す事業である。
なお、地方創生におけるＳＤＧｓ推進の意義を踏まえ、
短期的な事業ではなく、中長期を見通した事業を計画することが望まれる。



広域連携ＳＤＧｓモデル事業に求められる内容（提案内容）

提案様式１の構成

（１）地域概要

（２）課題・目標設定

（３）事業概要

（４）事業による相乗効果等
（新たに創出される価値）

１ 経済面⇔環境面
２ 経済面⇔社会面
３ 社会面⇔環境面

（５）執行体制

（６）多様なステークホルダーとの連携

（７）自律的好循環の具体化に向けた事業の実施

（８）資金スキーム

（９）スケジュール

■事業による全体最適化の考え方
事業を実施することで、経済・社会・環境各側
面の個別効果だけでなく、三側面のバランスが
留意された、目標全体で適正な効果が得られる
ものであること。

■事業による相乗効果等の創出の考え方
事業を実施することで、経済・社会・環境各側
面における双方向のより高い相乗効果等の創出
を目指すこと。

■自律的好循環の考え方
将来的に補助金による支援に頼らず、
事業として自走すること。

■多様なステークホルダーとの連携の考え方
多様なステークホルダーとの連携を通して、
自律的好循環が見込める事業であること。

■執行体制の考え方
地方公共団体を横断する事業を構想し、
強力に推進する体制が構築できていること。
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業に求められる内容（提案内容）
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業に求められる内容（提案内容）
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業選定基準
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評価項目 評価・採点方法
(合計90点） 評価・採点の視点

①課題・目標設定 0～5 ・地域概要等を踏まえた課題及び目標が設定されているか
・設定した課題及び目標がＳＤＧｓのゴール・ターゲットに紐づけて適切に記載されているか

②事業概要

0～10
・経済、社会、環境の三側面をつなぐ統合的な事業であり、個別効果だけでなく、三側面のバランスが留意された、
目標全体で適正な効果が得られる事業か

・部分最適ではなく、全体最適化に至る理由及びその過程における工夫等が記載されているか

0～10 ・広域連携によるスケールメリットや相互補完関係のメリットを活かして、
課題解決及び地域活性化を図ることができる先導的な事業か

0～5 ・三側面のバランスに留意した2050年カーボンニュートラルの実現に向けた事業か
0～5 ・デジタル技術の有効な活用により、課題解決及び地域活性化を図る事業か

③事業による相乗効果等
（新たに創出される価値） 0～15

・目標間の関係性に十分留意している事業か
・トレードオフの緩和が図られる事業か
・シナジー効果の創出が図られる事業か
・事業による効果を図るための適切なＫＰＩが設定されているか
・特に連携する小規模な地方公共団体の課題解決及び地域活性化が図られているか

④執行体制 0～10
・連携する各々の地方公共団体の位置づけ・役割が明確であり、安定的に事業を
執行できる体制が整備されている（または今後整備される）か

・連携する各々の地方公共団体に主体的な役割があるか

⑤多様なステークホルダー
との連携 0～5

・事業の推進にあたり、住民、民間企業・金融機関、ＮＧＯ・ＮＰＯ、教育・研究機関等の広域かつ広範で多様な
ステークホルダーの参画を得ることができる取組が記載されているか

・事業における各ステークホルダーの位置づけ・役割が記載されているか

⑥自律的好循環の具体化に
向けた事業の実施 0～15 ・地域経済活性化のために地域事業者や地域金融機関等の連携により自律的好循環（将来的に補助金による支援に

頼らず、事業として自走する）を具体化する事業が記載されているか

⑦広域連携ＳＤＧｓモデル
事業の実現可能性 0～10 ・課題・目標設定や執行体制等を踏まえた事業の実現可能性について具体的に記載されているか



木質バイオマス発電を推進することで、再生可能エネルギーの
活用と森林整備によりCO2の排出量削減と吸収量の増加を促進す
る。また、関連産業において雇用の創出を図ることができる。
※林業分野においては、デジタル技術の活用により、効率的な収穫予
測や植栽計画をすることで、更に取組が促進される。

さらに、生産された再生可能エネルギーは様々な域内施設のＥ
Ｖ車に使用することで、取り組み全体で好循環を生む。

広域連携ＳＤＧｓモデル事業の具体的なイメージ

林業 地域の森林資源を活用した再エネ利用の促進
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・関連産業の雇用創出
・域内施設の持続化
・森林の計画的整備で

森林荒廃を抑止

・森林整備によるＣＯ２吸収量の増加
・再生エネルギーの活用によるＣＯ２排出量の削減
・ＥＶ車の普及によるＣＯ２排出量の削減

社会
・関連産業の雇用の創出
・発電所の安定的運営
・森林業の効率的経営

経済

環境

コロナ対応病床の使用率や緊急医療受入態勢等に係る
広域での情報共有システムの構築

【経済】
情報システムの活用による連絡・患者輸送の最適化による人的負担の軽減
システム構築及び運用による雇用の拡大

【社会】
患者受け入れ態勢の強化、圏域住民の地域医療に対する安心の確保

【環境】
最適な患者輸送体制の実現による使用エネルギー、ＣＯ２排出量の削減な
どによる環境負荷の低減、ＥＶ車の活用の促進

防災 河川流域における広域防災・減災体制の構築

医療 地域医療圏における医療機関情報の共有

観光 アプリ活用による効果的な広域観光の展開

デジタル技術を活用した無人河川監視システムの導入
【経済】
システムの維持・管理を通じたデジタル人材の育成と雇用創出

【社会】
広域におけるデジタル活用によるリアルタイムでの監視体制の実現、
災害予兆の早期把握と情報共有による最適な避難体制の構築

【環境】
安全な水辺環境における親水イベントの開催

広域的観光情報の発信強化、移動・訪問先情報等を活用した
観光産業の活性化、地域交通の改善

【経済】
観光客の行動情報（ビッグデータ等）に基づく観光ビジネスの活性化

（滞在時間の延長、土産購入の拡大等による消費拡大）
【社会】
地域公共交通の利用拡大に向けた計画策定
圏域観光による満足度向上

【環境】
公共交通維持による環境負荷の低減

事例のポイント
・SDGsの理念に沿った取組（経済、社会、環境の3側面から
統合的に取組み、相乗効果を発揮）

・広域連携によるスケールメリット、費用対効果の向上
・デジタル化、脱炭素化等の実現に資する。



広域連携ＳＤＧｓ推進補助金について（案）

補助対象経費
計画策定、事業実施体制の構築、デジタル化・脱炭素化等に向けた事業実
施に必要な外注費（工事請負、機械装置導入、システム開発等）、諸謝金、
旅費、会議費、印刷製本費、補助員人件費、その他諸経費及び委託料

主なＱ＆Ａ
Ｑ１ 補助金の交付は、参画する全団体に対して行われるものですか。
Ａ１ 原則として、申請代表団体に対して交付を行います。

Ｑ２ 交付決定後に、参画する全団体がそれぞれ予算計上を行う（全団体
が事業費を負担する）ことが、申請のための条件となりますか。

Ａ２ 全団体が予算計上を行う必要はありません。事業費の負担割合等に
ついては、参画団体内で調整してください。

補助率等

Ａ 複数の市区町村が連携して事業を実施する場合 対象経費の２／３
上限2,000万円（国費）

Ｂ 都道府県と複数の市区町村が連携して事業を実施する場合 対象経費の１／２
上限3,000万円（国費）
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業２次募集提案後の流れ※変更の可能性あり

６月末頃 提案受付

７月中旬 ヒアリング対象事業決定

７月中・下旬 ヒアリング評価実施

７月中・下旬 事業選定・補助金採択

７月下旬以降 事業計画策定・事業遂行

事業計画については
有識者による進捗管理予定

６月

７月

ヒアリングに
向けて資料準備
（ p p t 1 0 枚程度）
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業２次募集の問い合わせ先

問い合わせ先

内閣府地方創生推進室 ＳＤＧｓ班
電子メール：g . L o c a l - g o v e r n m e n t s - S D G s @ c a o . g o . j p
電話：0 3 - 5 5 1 0 - 2 1 9 9
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広域連携ＳＤＧｓモデル事業について
h t t p s : / / w w w . c h i s o u . g o . j p / t i i k i / k a n k y o / t e i a n / s d g s _ k o u i k i r e n n k e i . h t m l

地方創生ＳＤＧｓ（ＳＤＧｓ未来都市、地方創生ＳＤＧｓ金融ほか）
h t t p s : / / w w w . c h i s o u . g o . j p / t i i k i / k a n k y o / i n d e x . h t m l

ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業事例集
h t t p s : / / w w w . c h i s o u . g o . j p / t i i k i / k a n k y o / p d f / b e s s a t s u 1 . p d f

地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォーム
h t t p s : / / f u t u r e - c i t y . g o . j p / p l a t f o r m /

地方創生ＳＤＧｓ関連ホームページ

https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/teian/sdgs_kouikirennkei.html
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/index.html
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/pdf/bessatsu1.pdf
https://future-city.go.jp/platform/
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